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護者支援について論じている。技法に注目したも
のには，不登校児童生徒に対するソーシャルスキ
ルトレーニングの有効性を主張する尾崎（2013）
や小野・小林（2002）の事例報告があり，渥美・
宮本・大井（2010）は教育相談員による解決志向
アプローチの事例を，前田・園田・高山（2012）
はスクールカウンセラーによる曝露法の事例を，
金原（2007）は認知行動療法による支援方法を紹
介している。機器や情報システムを活用したもの
としては，村山・今田（2012）の ICT（Information 

and Communication Technology）の活用は再登校
への直接の効果はないが当該児童生徒と他の児童
生徒・支援者とのコミュニケーションの促進につ
ながるとの実践からの報告や，広瀬（2010）の e

ラーニングによる学習支援の実践報告があり，塚
本・中原（2007）は学習支援ソフトウェアに関す
る教師のニーズをアンケート調査をもとに報告し
ている。
　このように多くの報告がなされてきたが，不登
校児童生徒の支援の困難さは，一人一人の不登校
状態が異なり，その児童生徒の不登校状態に応じ
た支援が選択されなければならない点にある。有
効な支援方法は，当該児童生徒の不登校状態の査
定に基づき，その適用関係が検討されていなけれ
ばならないことが指摘されている（山本，2007）。
　児童生徒のタイプ別に検討された教師による支

問題と目的

　これまで不登校児童生徒に対する支援方法の効
果については，盛んに検討されてきた。保健室の
活用や養護教諭を資源とするものには，養護教諭
を対象とした実態調査をもとに支援の在り方を考
察した伊藤（2003）の研究や，西丸・柴山（2010）
の養護教諭の機能，支援方法，居場所としての
保健室の意味の検討，安福・中角・田中・浅野
（2009）の事例による検討などがある。別室登校
に関するものには，茅野（2004）による適応指導
教室と学級の間としての「中間学級」の機能を組
織的援助の視点から検討したものや，隈元・冨本・
松本（2012）による支援の内容が自主学習やプリ
ント学習に偏っているとの実態調査に基づく報告
がある。日高（2012）は，別室を「学校内適応指
導教室」と位置づけ，不登校支援員からの聞き取
り調査をもとに，その効果が会話量の増加や出席
率の上昇に表れていることを報告している。外部
機関との連携に関しては，適応指導教室における
支援と学校との連携の在り方について事例をもと
に報告する安川（2009）のものがあり，医療から
見た不登校の病態とその変化については辻井・岡
田（2007）が報告している。原田・梶原・吉川・
樋口・江上・四戸・杉野・松浦（2011）は養育者
の課題を検討し，室田（2000）は事例をもとに保
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援方法に関する報告には，無気力など児童生徒の
特徴と対応を，経験をもとに論じる大石（2006）
のものなど，教育者や臨床家の実践や経験に基づ
くものが多く見られる。教師による支援方法を量
的に扱ったものとしては，教師を対象に25の支援
方法について有効性の評価を求め，校種，性によ
る比較を行った西松・坂上（2007）の研究がある。
そして，山本（2007）は児童生徒の不登校状態
を，『自己主張』『行動生活』『強迫傾向』『身体症
状』の４観点で捉え得ることと，これに応じた教
師による有効な支援方法を提示している。この支
援方法を引用し，学年・性による有効な方法と効
果に疑問のあった方法の弁別を試みている高信・
下田・石津（2013）や，同じくこの支援方法をも
とに，教師を対象にインタビュー調査を行い，当
該方法を選択した理由を追究している岸田（2010，
2011，2012）のものがある。
　しかし，果たして教師は児童生徒の不登校状態
を正しく査定できているのであろうか。適切な査
定がなければ適切な支援方法の選択はできない。
これらの研究は，教師が児童生徒の不登校状態を
正しく査定できることを前提としているのであ
る。またその不登校状態にある児童生徒への指導
に確信を持って臨めているのであろうか。また，
不登校生徒は再登校に至る回復過程で特徴的な段
階を経ることが報告されているが（小野，2003；
佐藤，2005；山本，2008，2013），このような児
童生徒の変化についても，教師は正確に捉えるこ
とができているのであろうか。
　そこで本研究では，山本（2007）の示した不登
校状態を用いて，教師が不登校生徒を査定する際
の課題を，生徒の特徴の理解，変化の理解，支援
の確信の側面から，中学校・高等学校の校種を考
慮しながら，探索することを目的とする。

方　　法

調査時期　2013年８月
調査対象  公立学校教師100（中学校42名，高等学
校58名）
調査手続き　調査紙を配布し，記入してもらいそ

の場で回収した。「先生がよく知っている不登校
生徒１人を思い浮かべてください．よく思い浮か
べることができれば，現在・過去いずれの事例で
もかまいません．」の教示によった。また，不登
校生徒については，文部科学省が用いる「何らか
の心理的，情緒的，身体的，あるいは社会的要因・
背景により，児童生徒が登校しない，あるいはし
たくてもできない状況にあること」とした。ただ
し，同省は調査において欠席日数を30日以上とし
ているが，この日数を下回るものでもよい旨を付
した。
調査材料　
ⅰ）不登校状態：不登校状態尺度（山本，2007）；
不登校児童生徒の常態化した特徴を表現する28項
目について，教師が『あてはまる』から『あては
まらない』までの５段階で回答するもので，『自
己主張』『行動生活』『強迫傾向』『身体症状』の
下位尺度によって構成される。
ⅱ）不登校状態の理解の程度：「その生徒の特徴
や性格を，どのくらい理解できていますか？」の
問を用いて10段階で回答を求めた。
ⅲ）変化の理解の程度：「その生徒の最近の変化
を，どのくらい敏感に理解していますか？」の問
を用いて10段階で回答を求めた。
ⅳ）支援の確信の程度：「その生徒に対する支援
について，どのくらい確信がありますか」の問を
用いて10段階で回答を求めた。

結果と考察

　教師による不登校生徒の特徴の理解，不登校生
徒の変化の理解，支援の確信が生徒の不登校状態
により異なるのかを検討するために，まず，不登
校状態測定尺度の各下位尺度である『自己主張』
『行動生活』『強迫傾向』『身体症状』のそれぞれ
について，等分となるように分割し，上群・下群
を設けた。また，本研究は課題を探索することを
目的とする段階にあることから，検定にあたって
は10％水準を有意傾向として採り上げることとす
る。
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１　不登校生徒の特徴の理解

　教師が不登校児童生徒の常態化された特徴を理
解しようとする際，不登校状態により，これが促
進されたり阻害されたりすることを検討するため
に，不登校生徒の特徴の理解の得点について，校
種要因×群要因の二要因被験者間計画による分散
分析を，『自己主張』『行動生活』『強迫傾向』『身
体症状』それぞれで行った。各条件の平均と標準
偏差を Table １に示した。
　その結果，『自己主張』では，いずれの要因も
交互作用も有意でなかった（校種要因：F（1,96）
=1.81,ns;　群要因：F（1,96）=2.09,ns）。『行動生活』
では，いずれの要因も交互作用も有意でなかった
（校種要因：F（1,96）=1.73,ns;　群要因：F（1,96）
=1.07,ns）。『強迫傾向』では校種要因は有意でな
かったが（F（1,96）=1.90,ns），群要因は有意傾向
であり上群，つまり『強迫傾向』が見られる群の
方が，下群，つまりこれが見られない群よりも高
かいことが示された（F（1,96）=3.83,p<.10）。『身
体症状』では，校種要因は有意でなかったが（F

（1,96）=1.77,ns），群要因は有意であり上群，つま
り『身体症状』が見られる群の方が下群，つま
りこれが見られない群より高いことが示された
（F（1,96）=6.04,p<.05）。
　『強迫傾向』は，「些細なことを気にする」や
「「～しなければ」という思い込みがある」など
の項目によるもので，こだわりの強さを特徴とす
る不登校状態である。『身体症状』は「発熱や下
痢など身体症状が見られる」や「一週間の中で，

体調に変動が見られる」などの項目によるもので，
不登校生徒特有の身体症状を特徴とする不登校状
態である。今回の結果は，『強迫傾向』が見られ
た場合と，『身体症状』が見られた場合について
は，教師はその生徒の特徴や性格をよく理解でき
ていることを示すものであった。
　これに対して，「引っ込み思案だ」や「自分の
考えをうまく表現できない」などの項目による『自
己主張』を特徴とする不登校状態については，教
師が，その特徴を捉え得ていないことを示す結果
であった。山本（2007）は，『自己主張』ができ
ない，自らのことを積極的に語ろうとはしない生
徒に対しては，言語的なコミュニケーションを図
ろうとするよりも，学習支援など作業的な方法に
よった方が有効な支援ができることを，教師を対
象とした調査から明らかにしている。今回の結果
は，教師がその不登校状態を捉えられないことに
よって，有効な支援方法を選択できていない虞を
示したことになる。
　また，「規範意識が低い」や「基本的生活習慣
が身についていない」などの項目による『行動生
活』を特徴とする不登校状態についても，教師
が，その特徴を捉え得ていないことを示す結果で
あった。このような課題のある生徒に対しては，
生徒の意向に耳を傾けたり支持的な介入をするよ
りも，行動の選択肢を教師側から提示し，生活に
一定の枠組みを設けることが有効であることが報
告されている（山本，2007）。今回の結果は，教
師がその不登校状態を捉えられないことによっ

Table１　不登校生徒の特徴の理解の平均と標準偏差
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て，有効な支援方法を選択できていない可能性を，
『自己主張』の課題と同じく，示したものと言え
よう。
　文部科学省（2012）は「生徒指導上の諸問題の
現状と文部科学省の施策について」で，不登校が
継続している理由として多いのは，不安など情緒
的な混乱がある場合と生徒の学習意欲などに係る
無気力の場合の２つであることを報告している。
この２つに関して，前者は，典型的な不登校生徒
の姿だと理解でき，支援の必要性を実感できるの
に対して，後者は，教師にとっては，怠学と理解
できることから，生徒自身の困りごととは理解で
きずに，登校している怠学者と同様に，指導の対
象だと感じられているのではないだろうか。そし
て，前者は本研究で用いた『強迫傾向』と，後者
は『行動生活』と近似のものであることが指摘さ
れている（山本，2007）。このことから，『強迫傾
向』は不登校生徒の典型的な特徴だと認知され，
正しく捉えられているものと考えられる。そして，
不登校生徒の『行動生活』の特徴は，登校してい
る生徒との区別がなく，不登校状態の特徴として
理解されていないことが考えられる。

２　不登校生徒の変化の理解

　教師が不登校児童生徒の変化を理解しようとす
る際，不登校状態により，これが促進されたり阻
害されたりすることを検討するために，不登校生
徒の変化の理解の程度の得点について，校種要因
×群要因の二要因被験者間計画による分散分析

を，『自己主張』『行動生活』『強迫傾向』『身体症
状』それぞれで行った。各条件の平均と標準偏差
を Table ２に示した。
　その結果，『自己主張』では，いずれの要因も
交互作用も有意でなかった（校種要因：F（1,96）
=0.14,ns;　群要因：F（1,96）=2.75,ns）。『行動生
活』では，校種要因は有意でなかったが（F（1,96）
=0.07,ns），群要因は有意傾向であり下群，つまり
『行動生活』に乱れがない群の方が変化が，上
群，つまりこれに乱れがある群より，理解される
ことが示された（F（1,96）=3.51, p<.10）。『強迫傾
向』では，いずれの要因も交互作用も有意でな
かった（校種要因：F（1,96）=0.18,ns;　群要因：
F（1,96）=2.06,ns)。『身体症状』では，いずれの
要因も交互作用も有意でなかった（校種要因：F

（1,96）=0.22,ns;　群要因：F（1,96）=0.97,ns）。
　この結果は，不登校生徒が再登校に至る，回復
に向かうなどの変化を，教師が見取るにあたって
『自己主張』『強迫傾向』『身体症状』の３つの不
登校状態は影響を与えないことが示されたものだ
と言える。
　しかし，『行動生活』に乱れがある場合には，
生徒の変化を捉えることが難しことがことが示さ
れた。４つの不登校状態のいずれでも再登校の難
易に差はないことが明らかになっていることから
（山本，2007），『行動生活』に乱れがある場合で
も十分に，再登校の可能性がある。このことから，
生徒に変化が生じ難いのではなく，この結果は，
その変化について，教師が見逃しがちであること

Table２　不登校生徒の変化の理解の平均と標準偏差
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を示したものと言えよう。これは，学習意欲や登
校意欲が見られず，登校しない事への罪悪感も感
じられない場合，教師には，前節の不登校生徒の
特徴の理解で述べたことと同様に，支援よりも指
導の対象と理解され，生徒の至らない部分に注目
してしまうために，改善の様子が捉えられないも
のと考えられた。

３　不登校生徒に対する支援の確信

　教師が不登校児童生徒を支援しようとする際の
支援方法選択の確信について，不登校状態により，
これが促進されたり阻害されたりすることを検討
するために，不登校生徒の特徴の理解の得点につ
いて，校種要因×群要因の二要因被験者間計画に
よる分散分析を，『自己主張』『行動生活』『強迫
傾向』『身体症状』それぞれで行った。各条件の
平均と標準偏差を Table ３に示した。
　その結果，『自己主張』では交互作用が有意傾
向であった（F（1,96）=2.99,p<.10）。そこで水準ご
との単純主効果を検討したところ，中学校水準に
おける群要因が有意傾向で上群，つまり『自己
主張』が不得手な群が高く，下群，つまり『自
己主張』に課題がない群が低かった（F（1,96）
=2.89,p<.10）。他の水準はいずれも有意・有意傾
向でなかった。
　『行動生活』では交互作用が有意であった
（F（1,96）=6.37,p<.05）。そこで水準ごとの単純主
効果を検討したところ，中学校水準における群要

因が有意で下群，つまり『行動生活』に乱れがな
い群が高く，上群，つまり『行動生活』に乱れが
ある群が低かった（F（1,96）=10.37, p<.01）。また
上群水準における校種要因が有意で，中学校の方
が高等学校より低かった（F（1,96）=4.11, p<.05）。
他の水準はいずれも有意・有意傾向でなかった。
　『強迫傾向』では，いずれの要因も交互作用も
有意でなかった（校種要因：F（1,96）=0.25,ns;　
群要因：F（1,96）=2.56,ns）。『身体症状』では，いず
れの要因も交互作用も有意でなかった（校種要
因：F（1,96）=0.34,ns;　群要因：F（1,96）=0.34,ns）。
　これは中学校教師が，『行動生活』に乱れがな
い不登校生徒の指導には確信があり，乱れがある
生徒には確信が持てないことを示したものであ
る。それは高校教師には見られないものであっ
た。そして中学校教師は『自己主張』ができない，
つまり自らの考えや思いを喋らない生徒の指導に
確信を持っており，語ることができる生徒の指導
には確信を持っていないことが示された。併せて
理解すると，中学校教師は，生徒指導上の課題が
見られ自らのことを積極的に語ろうとする不登校
生徒の支援に確信をもてない状況にあることが指
摘できる。これは，前々節で述べた『自己主張』
や『行動生活』については不登校生徒としてのそ
の特徴を見逃す虞が見られることや，前節で述べ
た『行動生活』に乱れがある場合，その変化を見
逃す可能性が見られることと併せて，不登校生徒
の支援上，大きな課題であると言える。

Table３　不登校生徒に対する支援の確信の平均と標準偏差
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４　総合的な考察

　本研究は，山本（2007）の示した不登校状態を
用いて，教師が不登校生徒を査定する際の課題
を，生徒の特徴の理解，変化の理解，支援の確信
の側面から，中学校・高等学校の校種を考慮しな
がら，探索することを目的としたものである。不
登校生徒の状態を，『自己主張』『行動生活』『強
迫傾向』『身体症状』の４観点で捉えようとした
場合，『自己主張』と『行動生活』の特徴につい
ては，理解が不得手であることが，まず示された。
そして中学校教師においては，この２観点につい
て，当該生徒に対する支援の確信の獲得と，特に
『行動生活』に乱れがある場合には，再登校傾向
の把握など変化の見取りに課題があることが示さ
れた。
　不登校状態にある生徒の『行動生活』の課題の
出現の程度については，中学生と高校生との間に
差はないことが報告されていることから（山本，
2007），この問題は生徒側の実態の差ではなく，
教師の支援姿勢や指導態度，あるいは感度に由来
すると考えられる。『行動生活』に課題のある不
登校生徒への支援の見通しは，不登校という課題
に固有的なものではなく，教師にとっては日常的
な生徒指導に関する見通しと同じものであるとの
指摘もあることから（山本，2009，2010），今回
の結果は，怠学などの指導と不登校支援の区別に
ついて，教師には混乱があることが示されたもの
だと推察される。同じ理由から，口答えをせずに
指導に素直に従っているように見える『自己主張』
に課題のある生徒への支援は，教師にとっては容
易なものだと理解されていることも考えられた。
　各生徒の不登校状態に応じた有効な支援方法を
適切に選択するためには，適切な査定が前提とな
る。本研究で指摘された『自己主張』と『行動生
活』の２観点の査定が阻害されている実態をより
精緻に明らかにするとともに阻害要因を追究し，
その査定技術を向上させる方策を明らかにするこ
とが，今後に残された課題だと言えよう。
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